
平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 1

※ ■ ：

20 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

1

■

Ａ

9 千円

担当係名

作成者

11,500

直　営 民間委託

国・道支出
金

実 施 方 法

担当課名

事 務 事 業 名

職名

氏名氏名

要保護・準要保護児童生徒援助事業

教育総務係

係長

大和良成

評 価 者

事 業 の 概 要

管理職
職名

教育振興課

課長

横田和幸

43

実 施 年 度
千円

20年度（実績） 23年度(実績)

事
業
費

21年度（実績）

一般財源

事業費計

その他

11,500

地方債

24年度(見込)

優先度

その他

のびやか・雄武～教育・文化の振興～

学校教育の充実

低所得者層の世帯に対して、児童生徒の教育の機会均等を
図り、一定水準の義務教育を保障するため、就学援助費を支
給する。

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期）

/単年度繰返

千円

（平成 年度～

全体計画

政 策 目 標

年度）

学校教育法・雄武町就学援助実施要綱

法定受託事務

単 位 施 策

事務事業の種類

小中学校の教育内容の充実

国・道支出金 千円

その他計画・根拠等

62 千円

22年度(実績)

基 本 施 策

事業の位置付け

自治事務

１　事務事業の表示 該当

24 23
整理番号

名

名

％

％

千円

経済的理由による就学困難児童・生徒数

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

1,061

1,0701,346

千円

千円

千円

千円 千円

1,227 1,223

千円

千円

1,227

千円

9

千円

1,223

千円

目標値及び実績値

千円

千円

千円

千円

千円千円

100

平成24年度①

0

0

目 標 値

実 績 値

経済的に困難な世帯の児童生徒が、他
児童生徒と同様に機会均等な義務教育
を受ける。

1,415

千円

千円

千円

千円

43

事
業
費

千円

合 計

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

1,458

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

達 成 度

実 績 値

目標年度②

目 標 値

目標年度就学困難児童・生徒
数

内　容（どのような手段で何を行ったか）

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

義務教育の保障とともに、児童生徒の
健全な育成につなげる。さらに「いじめ」
「不登校」の未然防止にもつなげる。

達 成 度

就学援助費の支
給

学校が援助の必要な世帯状況を把握し、当該世帯の保護者に対して制度の周知、申請を取
りまとめ、教委へ提出。所得のほか、学校長等の意見も参考に審査し、教育委員会議に諮っ
た結果、認定・不認定を決定。

援助の必要な世帯の保護者に対して実施要綱に基づき就学援助費を支給。

1,284

援助を必要とする
世帯の把握

地 方 債

千円国・道支出金 千円62 千円

【誰、何が（対象）】

【抱える課題や
ニーズは】

児童・生徒、保護者

経済的困難から児童生徒における機会
均等に義務教育を受けることに支障が
生じている世帯がある。

そ の 他 財 源

421
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

指標（指標計算式／解説）



■ 義務的なもの

■ 全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

■ その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

学校教育法において市町村は就学困難と認められる児童生徒の
保護者に援助することとされており、町が担うべき事業である。

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

判断の理由

事業の実施により、児童生徒の就学についての機会均等の確保が
された。

公平／概ね公平／
公平でない

公平

設定した目標値の達成
状況

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効／概ね有効／
課題あり

本事業の実施により経済的理由による就学困難児童・生徒の
支援を行うことができた。

必要／概ね必要／
課題あり

支給額については国の支給基準額並びに実費支給（領収書添付）
としている。
実施要項に基づき、効率的な処理を行っている。

有効

必要

判断の理由

効率的

効率的／概ね効率
的／課題あり

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

(4)事務事業の公平性

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

継続／現状維持

公平でない

（Ａｃｔｉｏｎ）

自己評価（一次評価）

Ａ
一定水準の義務教育が保障され、児童生徒
の健全な育成につなげるとともに、「いじめ」
「不登校」の未然防止にもつなげるために、計
画どおり事業を進めることが出来た。

評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

法律に基づく援助であり、児童生徒における
義務教育機会の均等を図ることによって一定
水準の義務教育を保障し、児童生徒の健全な
育成を図るため、現状維持による継続が必要
である。

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

○
＊展開方向の区分

継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 2

※ ■ ：

20 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

1

■

その他

優先度 Ａ

24年度(見込)
千円 千円

22年度(実績)

1,750

直　営 民間委託

国・道支出
金

広域市町村による運営

1,750

地方債

事 務 事 業 名

職名

氏名氏名

言語治療児童援助事業

教育総務係

係長

大和良成

担当係名

作成者

その他

評 価 者

事 業 の 概 要

管理職
職名

教育振興課

課長

横田和幸

実 施 方 法

担当課名

実 施 年 度
千円

20年度（実績） 23年度(実績)

/単年度繰返

千円

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

21年度（実績）

一般財源

事業費計

全体計画

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

学校教育の充実

ことばの発達障がいを持つ児童の早期治療に向けた通級費
用の一部助成により、保護者負担の軽減と地区唯一の西紋
地区言語治療学級（ことばの教室）の運営・設備維持費の一
部負担を行う。

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期）

その他計画・根拠等

事業の位置付け

自治事務 法定受託事務

単 位 施 策

事務事業の種類

小中学校の教育内容の充実

国・道支出金 千円

整理番号

基 本 施 策

１　事務事業の表示 該当

24 23

名

名

％

％

千円 千円 269 350

ことばの教室通級児童数（言語障害児）の解消

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

181

181 千円240

千円

千円

350千円 269

千円

千円

千円

千円

千円

目標値及び実績値

千円

千円

千円 千円

千円

172

千円

千円

千円

実 績 値

ことばの発達障がいを持つ児童の解消
と言語治療学級の運営維持。

0.0

平成23年度①

3

0

目 標 値

千円 千円

事
業
費

千円

合 計

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

172

千円

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

達 成 度

実 績 値

目標年度②

目 標 値

目標年度通級児童（障害児）
数
Ｈ２２年度通級によっ
て障がいが解消さ
れ、Ｈ２３年度は通級
の必要が無い児童

内　容（どのような手段で何を行ったか）

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

障がいを解消し、正しい発音、表現力、
理解力を高め、教育内容の充実につな
げる。また、言語治療学級を維持し、通
級に係る保護者の負担軽減を図る。

達 成 度

西紋地区言語治
療学級の運営費
負担

通級に要する交通
費の一部助成

西紋市町村により運営費を負担。

西紋地区言語治療学級からの証明にもとづき、児童の通級に係る交通費の一部を負担。
（通級した月数×バス料金１回分（往復）を支給）※児童分のみ

千円

240

地 方 債

２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

国・道支出金 千円

指標（指標計算式／解説）

【誰、何が（対象）】

【抱える課題や
ニーズは】

児童・保護者

ことばの発達障がい等は早期治療が有効であり、治療を要
する児童に通級を促進し、広域で紋別市に設置している言
語治療学級への通級に要する経済負担を軽減し、併せて言
語治療学級の運営維持を行う必要がある。

そ の 他 財 源

421



■ 義務的なもの

■ 全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

保護者負担の軽減と個々の児童がより良い学校生活を送るため、
通級費の一部助成は必要である。また、専門に対応する西紋地域
での学級運営は必要であることから運営費負担も必要である。

公平

必要／概ね必要／
課題あり

有効

必要

設定した目標値の達成
状況

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効／概ね有効／
課題あり

言語治療学級を維持し、保護者の負担軽減及び児童の早期治
療による効果があった。

判断の理由

言葉の障がいを持つ対象児童について、言語治療の機会が等しく
提供された。

公平／概ね公平／
公平でない

言語治療については、西紋５市町村の広域実施により、効率的事
業実施を図っている。

判断の理由

効率的

効率的／概ね効率
的／課題あり

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

(4)事務事業の公平性

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

継続／現状維持

（Ａｃｔｉｏｎ）

町長評価（三次評価）

公平でない

自己評価（一次評価）

Ａ
ことばの発達障がいをもつ児童の保護者の負
担軽減と児童の学校生活の充実、教育内容
の充実に向け、計画どおり事業を進めること
が出来た。

評価会議評価（二次評価）

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

児童個々に障がいの度合いも違うことから、
継続した支援が必要である。保護者の通級に
係る負担を軽減するために事業継続は必要で
ある。なお、運営費の一部負担については人
口や障害児童数、基準財政需要額から算出さ
れている。

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

○
＊展開方向の区分

継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 3

※ ■ ：

20 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

1

■

１　事務事業の表示 該当

24 23
整理番号

基 本 施 策

事業の位置付け

自治事務 法定受託事務

単 位 施 策

事務事業の種類

小中学校の教育内容の充実

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

学校教育の充実

スクールバスの利用による登下校が困難な児童に対する通
学手段の確保のため、通学校から一定の距離以上の地域に
居住する児童の送迎を行う保護者に対して通学費の支給を
する。

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期）

その他計画・根拠等

全体計画 /単年度繰返

千円

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

21年度（実績）

一般財源

事業費計

実 施 年 度
千円

20年度（実績） 23年度(実績)

その他

評 価 者

事 業 の 概 要

管理職
職名

教育振興課

課長

横田和幸

実 施 方 法

担当課名

事 務 事 業 名

職名

氏名氏名

遠距離児童生徒通学費補助事業

教育総務係

係長

大和良成

担当係名

作成者

150

直　営 民間委託

国・道支出
金

150

地方債

国・道支出金 千円

24年度(見込)
千円 千円

22年度(実績)

優先度 Ａ

その他

名

名

％

％

指標（指標計算式／解説）

【誰、何が（対象）】

【抱える課題や
ニーズは】

児童・生徒

遠距離通学世帯の負担軽減

そ の 他 財 源

421
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

千円

10

地 方 債

児童送迎をおこな
う保護者への交通
費支援

学校を通じて遠距離通学児童を調査の上、スクールバスでの登下校が困難な世帯に対して
送迎に要する費用の一部を支給。

内　容（どのような手段で何を行ったか）

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

児童生徒の通学・学習意欲の向上が図
られるとともに、よりよい人間形成と学
校運営の円滑な推進にもつながる。

達 成 度

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

達 成 度

実 績 値

目標年度②

目 標 値

目標年度援助が必要であり、
援助により均等な義
務教育機会が確保で
きた児童数

千円

事
業
費

千円

合 計

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

8

国・道支出金 千円 千円 千円

目標値及び実績値

実 績 値

本事業を実施することによって児童・生
徒の均等な教育機会の確保として、通
学費の負担緩和を図る。

100.0

平成23年度①

0

1

8

千円

千円

千円

千円

目 標 値

6

千円

千円

千円 千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 千円

千円 127

千円 6 127

遠距離世帯児童に対する均等な義務教育機会の
確保

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

7

710



■ 義務的なもの

■ 全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

(4)事務事業の公平性

登下校の内、登校はスクールバスを利用させるなど、可能な限り補
助対象の精査に努めている。

判断の理由

効率的

有効／概ね有効／
課題あり

円滑な通学について支障なく行われ、事業の有効性が認められ
た。

判断の理由

対象児童に係る保護者について補助支援を行い、遠距離通学児
童生徒間の公平性を確保した。

公平／概ね公平／
公平でない

効率的／概ね効率
的／課題あり

スクールバスの運行経路により対応が困難な児童について、一定
距離以上の負担を補完する支援として本事業は必要である。（補助
規程あり）

公平

必要／概ね必要／
課題あり

有効

必要

設定した目標値の達成
状況

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項 （アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

○
＊展開方向の区分

継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

児童・生徒の通学や学習意欲の向上、教育機
会の均等な確保のため、保護者の負担を軽減
する本事業は必要である。

継続／現状維持

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等

自己評価（一次評価）

Ａ

負担を補完することにより、学習意欲の向上
に有効なものとして実施出来た。

評価会議評価（二次評価）

公平でない

（Ａｃｔｉｏｎ）

町長評価（三次評価）

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 4

※ ■ ：

20 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

1

■

１　事務事業の表示 該当

24 23
整理番号

基 本 施 策

事業の位置付け

自治事務 法定受託事務

単 位 施 策

事務事業の種類

小中学校の教育内容の充実

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

学校教育の充実

児童・生徒の国際理解力の向上並びに英語教育の内容充実
に向け、外国語指導助手（ＡＬＴ）1名を招致している。

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期）

その他計画・根拠等

全体計画 /単年度繰返

千円

（平成 年度～ 年度）

語学指導等をおこなう外国青年就業規則

事
業
費

21年度（実績）

一般財源

事業費計

実 施 年 度
千円

20年度（実績） 23年度(実績)

その他

評 価 者

事 業 の 概 要

管理職
職名

教育振興課

課長

横田和幸

実 施 方 法

担当課名

事 務 事 業 名

職名

氏名氏名

語学指導を行う外国青年招致事業

教育総務係

係長

大和良成

担当係名

作成者

30,200

直　営 民間委託

国・道支出
金

30,200

地方債

国・道支出金 千円

24年度(見込)
千円 千円

22年度(実績)

優先度 Ｂ

その他

名

名

％

％

指標（指標計算式／解説）

【誰、何が（対象）】

【抱える課題や
ニーズは】

児童・生徒

外国語に触れる機会が少ないため、英語
教育への関心が低く、児童生徒の国際コ
ミュニケーション力が不足している。

そ の 他 財 源

421
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

千円

5,294

地 方 債

ＪＥＴプログラムに
よる外国語指導助
手（ＡＬＴ）の配置

保育所・小中学
校・高等学校にお
ける英語授業の
実施

北海道知事政策部知事室国際課、（財）自治体国際化協会との連携により外国語指導助手
を1名招致した。

年度当初に各学校への配置スケジュールを組み、中学校・高等学校での英語授業（ＴＴ）や
小学校での総合的な学習の中での英語授業を実施した。また、保育所においても園児に対
し、やさしい英語での指導を実施した。

内　容（どのような手段で何を行ったか）

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

児童・生徒が外国語を身近に感じること
によって国際感覚に富んだ人材を育成
する。

達 成 度

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

達 成 度

実 績 値

目標年度②

目 標 値

目標年度招致人数

千円

事
業
費

千円

合 計

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

6,171

国・道支出金 千円 千円 千円

15

目標値及び実績値

実 績 値

外国人青年を招致することにより、外国
語教育の充実を図る。

100.0

平成23年度①

1

1

24

6,147

千円

千円

千円

千円

目 標 値

24

5,557

千円

千円

千円 千円

千円

千円

千円

千円

23

千円

千円

千円

千円 千円

千円

23

5,717

千円 5,581 5,740

外国人青年の招致人数

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

5,429

5,4525,309



義務的なもの

全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

(4)事務事業の公平性

ＪＥＴプログラムを活用した招致により、財源対応とともに、適切な人
材確保を図ることができた。

判断の理由

効率的

効率的／概ね効率
的／課題あり

設定した目標値の達成
状況

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効／概ね有効／
課題あり

小中高の一貫した英語教育にALTを配置することで、児童生徒
がネイティブな英語授業を受けるとともに、英語への関心が高
まった。

判断の理由

地域の児童生徒を対象として英語教育の機会均等が図られてい
る。

公平／概ね公平／
公平でない

英語授業を充実することにより、子どもたちの英語や外国に対する
関心も高く、学習指導要領改訂により小学校高学年における外国
語教育の必修化（Ｈ２３完全実施）もあり、必要性が極めて高い事
業である。

公平

必要／概ね必要／
課題あり

有効

必要

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

（Ａｃｔｉｏｎ）

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

○
＊展開方向の区分

継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

招致により子どもたちの英語や外国に対する
関心も高まってきている。学習指導要領の改
訂による小学校高学年における外国語教育
等必修化により、事業の継続は必要であり、さ
らに拡充について検討していく必要がある。

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等

自己評価（一次評価）

Ａ
ALTが学校との打ち合わせ等、定期的な意見
交換の場を設けるなどの工夫を行うことによっ
て、外国語教育の充実が図られた。

評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等

継続／現状維持

公平でない

Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 5

※ ■ ：

20 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

1

■

１　事務事業の表示 該当

24 23
整理番号

基 本 施 策

事業の位置付け

自治事務 法定受託事務

単 位 施 策

事務事業の種類

小中学校の教育内容の充実

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

学校教育の充実

教員の指導力向上による教育内容の充実を目的として教員
が使用する指導書を購入し、小中学校に配備した。

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期）

その他計画・根拠等

全体計画 /単年度繰返

千円

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

21年度（実績）

一般財源

事業費計

実 施 年 度
千円

20年度（実績） 23年度(実績)

その他

評 価 者

事 業 の 概 要

管理職
職名

教育振興課

課長

横田和幸

実 施 方 法

担当課名

事 務 事 業 名

職名

氏名氏名

小中学校教師用指導書購入事業

教育総務係

係長

大和良成

担当係名

作成者

12,200

直　営 民間委託

国・道支出
金

12,200

地方債

国・道支出金 千円

24年度(見込)
千円 千円

22年度(実績)

優先度 Ｂ

その他

校

校

％

％

指標（指標計算式／解説）

【誰、何が（対象）】

【抱える課題や
ニーズは】

児童・生徒、教職員

教員が授業を進めていく上で、教材研
究などに必要な補助資料として指導書
の整備が必要である。

そ の 他 財 源

421
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

千円

320

地 方 債

購入希望調査の
実施

指導書の購入・支
　給

予算策定段階において購入希望をとり、不足の状況や既存指導書の状況を確認の上、必要
部数をとりまとめた。

教科書取扱店を通じて購入し、各学校へ支給した。

内　容（どのような手段で何を行ったか）

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

教員の指導力向上による教育内容の充
実。

達 成 度

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

達 成 度

実 績 値

目標年度②

目 標 値

目標年度町立小中学校数

千円

事
業
費

千円

合 計

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

149

国・道支出金 千円 千円 千円

目標値及び実績値

実 績 値

各小中学校において担任（教科担任）等
が使用する必要な指導書の配備。

100.0

平成23年度①

6

6

149

千円

千円

千円

千円

目 標 値

1,259

千円

千円

千円 千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 千円

千円 196

千円 1,259 196

指導書を備える学校数

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

4,507

4,507320



■ 義務的なもの

全部

■ 一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

(4)事務事業の公平性

各学校に対し、必要最小限冊数の購入と、備品としての使用上の
管理についても指導している。

判断の理由

効率的

有効／概ね有効／
課題あり

指導書の配備により、教材研究の円滑・迅速化となり、授業内
容の充実が図られた。

判断の理由

児童生徒全員に対する適切な授業の実施が行われた。

公平／概ね公平／
公平でない

効率的／概ね効率
的／課題あり

教職員が児童・生徒に対して学習計画を作成し、効率的な授業を
展開していく上で必要である。

公平

必要／概ね必要／
課題あり

有効

必要

設定した目標値の達成
状況

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項 （アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

○
＊展開方向の区分

継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

教員の指導力の向上、児童・生徒にわかりや
すい授業を展開するために継続は必要であ
る。

継続／現状維持

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等

自己評価（一次評価）

Ａ
教員の指導力の向上、さらには分かりやすい
授業を展開することによって、生徒の学習意
欲の向上が図られた。

評価会議評価（二次評価）

公平でない

（Ａｃｔｉｏｎ）

町長評価（三次評価）

指導書については教科書改訂等が無い場合、継続使用が可能なものもあることから、管理方法の徹底による事業
費の低減に努め実績額の減となった。

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 6

※ ■ ：

21 23

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

1

■

教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 社会科副読本作製事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

一般財源 3,700
事業費計 3,700

全体計画 /期間限定複数年度

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

平成１４年に発行し現在使用している副読本の情報が古く
なったことから、教育委員会が改訂副読本を発行し、各学校
へ配備し、小学校３、４年生の授業に供する。

その他

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ａ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 小中学校の教育内容の充実

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績) 23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円 千円 千円

校

校

％

％

事
業
費

国・道支出金 千円 千円 千円 千円 千円

地 方 債 千円 千円 千円 千円 千円

そ の 他 財 源 千円 千円 千円 千円 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

千円 千円 千円 3,308 千円 千円

合 計 千円 千円 千円 3,308 千円 千円

421
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 児童・生徒・教職員
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

現在使用している副読本は平成１４年４
月発行のものであり、現状とデータ内容
に相違がある。

全校配備

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

新学習指導要領の完全移行時期である
平成２３年度に新刊を発刊する。

① 全校配備 目標年度 平成23年度

目 標 値 5

実 績 値 5

達 成 度 100.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

町内小学校において自分たちの住む身
近な地域に関する学習の充実が図られ
る。

② 目標年度

目 標 値

実 績 値

達 成 度

内　容（どのような手段で何を行ったか）

配備 町内小学校（５校）の３年生、４年生用として配備した。



義務的なもの

全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

■ その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要
社会科において自分の住む地域に関する学習の充実が必要であ
り、副読本は実情に合ったものを必要とする。

必要／概ね必要／
課題あり

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効
設定した目標値の達成
状況

新たに作製した副読本を各小学校に配備することができた。
有効／概ね有効／
課題あり

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

効率的
判断の理由

各小学校に配備するにあたり、経費をかけずに実施した。

効率的／概ね効率
的／課題あり

(4)事務事業の公平性

公平
判断の理由

該当する学年の児童が等しく活用するものであり、教育の機会均
等並びに公平化が図られる。

公平／概ね公平／
公平でない ■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ａ

副読本の発刊に向け、年次計画どおり進めら
れた。

（Ａｃｔｉｏｎ）

終了

平成２３年度において製本化され全校に配備
した。

＊展開方向の区分
○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 7

※ ■ ：

22 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

1

■

教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 雄武町特別支援教育推進事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

一般財源 12,000
事業費計 12,000

全体計画 /期間限定複数年度

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

学校教育法の特別支援教育の対応として、町内小中学校に
在籍する、いわゆる「困り感」をもった児童生徒の学習活動を
サポートするため特別支援教育支援員を配置する。

その他

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ａ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 小中学校の教育内容の充実

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績) 23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円 千円 千円

名

名

％

％

事
業
費

国・道支出金 千円 千円 千円 千円 千円

地 方 債 千円 千円 千円 千円 千円

そ の 他 財 源 千円 千円 18 千円 19 千円 18 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

千円 千円 3,675 千円 3,643 千円 3,685 千円

合 計 千円 千円 3,693 千円 3,662 千円 3,703 千円

421
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 児童・生徒・教職員
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

現状の学校体制では、「困り感」をもつ
児童生徒への学習支援に支障をきたし
ている状況がある。

特別支援教育支援員配置数

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

町において特別支援教育支援員を確保
し、要望のある学校に配置

① 特別支援教育支援
員配置数

目標年度 平成23年度

目 標 値 2

実 績 値 1

達 成 度 50.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

「困り感」をもつ児童生徒の学力向上及
び授業展開の円滑化

② 目標年度

目 標 値

実 績 値

達 成 度

内　容（どのような手段で何を行ったか）

人選及び配置 教員免許を有する者１名を特別支援教育支援員として任用し、２校に配置した。



■ 義務的なもの

全部

■ 一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

事業費抑制
人員削減

■ 時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要 学校教育法改正により、いわゆる「困り感」をもつ児童生徒に対し
て、学校設置者がその困難を克服するための教育を行うことが位
置付けられているため、支援体制整備は必要である。必要／概ね必要／

課題あり

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効
設定した目標値の達成
状況

各校の計画に基づく適正配置により、効果的に学習サポートが
行えており、授業が円滑に行われている。

有効／概ね有効／
課題あり

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

効率的
判断の理由

特別支援教育支援員の学習サポートにより、スムーズな授業展開
が可能となり、ティームティーチング教員配置教科等では当該教員
が本来の役割を担うことができている。効率的／概ね効率

的／課題あり

(4)事務事業の公平性

公平
判断の理由

児童生徒の学力状況に見合った教育環境が整えられることから公
平性が確保されている。

公平／概ね公平／
公平でない ■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ａ
２名配置を目標値としていたが、現時点において
は、必要とされる２校に対して１名を兼任させるこ
とで効果を得ていることから、目的は達成されて
いる。

（Ａｃｔｉｏｎ）

継続／現状維持
今後も「困り感」をもつ児童生徒の学習サポー
トは必要であり、変化するニーズに合わせて
配置人数や配置方法を検討し、適正な配置を
行うことが重要であるため、事業の継続が必
要である。

＊展開方向の区分
○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 8

※ ■ ：

22 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

1

■

教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 ふるさと教員配置事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

一般財源 7,460
事業費計 7,496

全体計画 /期間限定複数年度

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

小中学校における多種多様な教育活動及び学校事情に応じ
た教育活動の円滑化を目的に、町独自で臨時教員１名を配
置する。

その他 36

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ｂ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 小中学校の教育内容の充実

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績) 23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円 千円 千円

名

名

％

％

事
業
費

国・道支出金 千円 千円 千円 千円 千円

地 方 債 千円 千円 千円 千円 千円

そ の 他 財 源 千円 千円 千円 千円 18 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

千円 千円 千円 263 千円 3,730 千円

合 計 千円 千円 千円 263 千円 3,748 千円

421
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 児童・生徒・教職員
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

学校の小規模化等に伴う、教職員配置
数減少により、校務が繁多となってい
る。

ふるさと教員１名配置

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

学校のそれぞれの事情に応じた多種多
様な教育活動の円滑化

① ふるさと教員配置
１名

目標年度 平成23年度

目 標 値 1

実 績 値 1

達 成 度 100.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

各学校の事情や教職員体制等を勘案
し、適切な配置を調査し、教職員の研修
や行事時などの教員配置の不足に対応
し、適切な学校運営を行う。

② 目標年度

目 標 値

実 績 値

達 成 度

内　容（どのような手段で何を行ったか）

人材確保 教育大学等卒業者に対する募集活動の実施

配置 研修中の教員の代替教諭として中学校に１名配置



義務的なもの

全部

一部

達成
ほぼ達成

■ 下回る

事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

■ その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要 へき地複式校等における教員数の減少により指導体制や児童の
学力の低下が懸念されることから、教育環境の公平性を図るため
に教員を配置し指導体制の向上を図ることは必要である。必要／概ね必要／

課題あり

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

概ね有効
設定した目標値の達成
状況 平成２３年度からの配置に向けて人材確保を図ったが該当者が

いなく通年雇用をし、年間を通じて配置することができなかっ
た。有効／概ね有効／

課題あり

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

概ね効率的
判断の理由

人材の確保が出来ず、コスト上の効果が見られなかった。

効率的／概ね効率
的／課題あり

(4)事務事業の公平性

公平
判断の理由

各学校全ての現状を調査し、事業内容も学校に偏りのない教育活
動が行えるよう配慮が可能である。

公平／概ね公平／
公平でない ■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ｂ

計画どおりに人材の確保ができなかった。

（Ａｃｔｉｏｎ）

継続／現状維持
児童・生徒に対する教育力の低下及び教職員
への負担が偏ることなく、必要時にサポートで
きるよう、調査に基づき適切にふるさと教員の
配置を行い、併せて随時検証を行いながら、
より一層学校運営の円滑化を図っていく必要
がある。
＊展開方向の区分

○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 9

※ ■ ：

20 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

１　事務事業の表示 該当

24 23
整理番号

基 本 施 策

事業の位置付け

自治事務 法定受託事務

単 位 施 策

事務事業の種類

小中学校の教育環境の充実

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

学校教育の充実

へき地校の存続と教職員確保による教育内容の充実・発展・
向上を目指すことを目的に、町内２校の山村留学制度実施校
区に組織される地域協議会に対して雄武町山村留学推進協
議会を通じて運営費等の助成など活動の支援を行う。

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期）

その他計画・根拠等

全体計画 /単年度繰返

千円

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

21年度（実績）

一般財源

事業費計

実 施 年 度
千円

20年度（実績） 23年度(実績)

その他

評 価 者

事 業 の 概 要

管理職
職名

教育振興課

課長

横田和幸

実 施 方 法

担当課名

事 務 事 業 名

職名

氏名氏名

山村留学推進事業

教育総務係

係長

大和良成

担当係名

作成者

3,500

直　営 民間委託

国・道支出
金

3,500

地方債

国・道支出金 千円

24年度(見込)
千円 千円

22年度(実績)

優先度 Ａ

その他

校

校

％

％

指標（指標計算式／解説）

【誰、何が（対象）】

【抱える課題や
ニーズは】

児童・地域住民

児童数の減少から、関係学校の存続と
地域衰退が懸念される。

そ の 他 財 源

422
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

千円

700

地 方 債

雄武町山村留学
推進連絡協議会
の運営

山村留学を実施し
ている地域協議会
への運営助成

産業関係団体と地域協議会からなる協議会を運営し、制度実施上の課題等について協議す
るとともに、山村留学生の受け入れ段階における各種協力体制の確立を図った。

制度実施校に対してＰＲ経費や受け入れに必要な経費について運営助成金として交付した。

内　容（どのような手段で何を行ったか）

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

山村留学実施校の教育内容や教育環
境の充実と地域活性化を促進する。

達 成 度

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

達 成 度

実 績 値

目標年度②

目 標 値

目標年度山村留学実施校の
存続

千円

事
業
費

千円

合 計

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

700

国・道支出金 千円 千円 千円

目標値及び実績値

実 績 値

地域協議会の活動を通じ、山村留学生
を誘致し、へき地校の存続と教職員数を
確保する。

100.0

平成23年度①

2

2

700

千円

千円

千円

千円

目 標 値

700

千円

千円

千円 千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 千円

千円 700

千円 700 700

へき地校の存続

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

700

700700



義務的なもの

全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

■ その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

(4)事務事業の公平性

地域協議会による各校活動のために必要な支援を行い、効率的な
活動が行われた。

判断の理由

効率的

有効／概ね有効／
課題あり

継続的な事業ＰＲを通じて、山村留学の関心を高め、活動を進
めることが出来た。

判断の理由

へき地における教育内容や教育環境の充実のため、教育の機会
均等についての維持が図られた。

公平／概ね公平／
公平でない

効率的／概ね効率
的／課題あり

過疎化や地域の衰退を防ぐことは、町全体の課題でもあり、そのた
めには有効な事業である。

公平

必要／概ね必要／
課題あり

有効

必要

設定した目標値の達成
状況

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項 （アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

○
＊展開方向の区分

継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

同左

過疎化や地域衰退を防ぐことは、町全体の課
題でもあり、本事業はそのための有効な事業
となっている。目的がへき地校の存続であり、
地域教育力の強化のためにも継続的な取組
が必要である。

同左

継続／現状維持 継続／現状維持

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等

自己評価（一次評価）

Ａ
本事業の実施により地区山村協議会の円滑
な活動支援が図られ、学校存続活動に寄与し
た。

評価会議評価（二次評価）

公平でない

（Ａｃｔｉｏｎ）

Ａ
町長評価（三次評価）

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 10

※ ■ ：

20 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

その他

優先度 Ｂ

24年度(見込)
千円 千円

22年度(実績)

132,000

直　営 民間委託

国・道支出
金

132,000

地方債

事 務 事 業 名

職名

氏名氏名

教育施設等管理委託業務

教育総務係

係長

大和良成

担当係名

作成者

その他

評 価 者

事 業 の 概 要

管理職
職名

教育振興課

課長

横田和幸

実 施 方 法

担当課名

実 施 年 度
千円

20年度（実績） 23年度(実績)

/期間限定複数年度

千円

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

21年度（実績）

一般財源

事業費計

全体計画

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

学校教育の充実

民間委託のメリットを活かし、教育委員会所管施設（町内小中
学校・町民センター・中央公民館・図書館・テニスコート）の管
理業務を民間委託する。

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期）

その他計画・根拠等

事業の位置付け

自治事務 法定受託事務

単 位 施 策

事務事業の種類

小中学校の教育環境の充実

国・道支出金 千円

整理番号

基 本 施 策

１　事務事業の表示 該当

24 23

施設

施設

％

％

千円 千円 26,668 26,668

各施設の適切な維持管理

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

26,668

26,668 千円23,955

千円

千円

26,668千円 26,668

千円

千円

千円

千円

千円

目標値及び実績値

千円

千円

千円 千円

千円

23,955

千円

千円

千円

実 績 値

コストを削減した上で直営で管理した場
合と同様に児童・生徒、町民の利用しや
すい町有施設の適切な維持管理

100.0

平成23年度①

11

11

目 標 値

千円 千円

事
業
費

千円

合 計

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

23,955

千円

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

達 成 度

実 績 値

目標年度②

目 標 値

目標年度管理委託施設数

内　容（どのような手段で何を行ったか）

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

学校環境整備による児童・生徒の学校
生活の充実と地域住民の文化・スポー
ツの振興等及び管理コストの減少が図
られる。

達 成 度

施設管理の民間
委託

長期継続契約による施設管理委託を行い、町費支出の抑制を図るとともに、教育委員会所
管施設の適切な維持管理が図られた。

千円

23,955

地 方 債

２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

国・道支出金 千円

指標（指標計算式／解説）

【誰、何が（対象）】

【抱える課題や
ニーズは】

児童・生徒、地域住民

民間委託により、民間活力を生かした適
切な施設管理の維持

そ の 他 財 源

422



■ 義務的なもの

全部

■ 一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減

■ 時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

各学校用務員の配置は児童・生徒、学校教員にとって住みよい学
校生活、適正な学校運営をおこなう上で必要不可欠であり、その他
施設についても町民の利便性を高めつつ、文化・スポーツの振興
上必要な事業である。

公平

必要／概ね必要／
課題あり

有効

必要

設定した目標値の達成
状況

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効／概ね有効／
課題あり

委託全施設の適切な維持管理が行われ、学校環境整備による
児童・生徒の学校生活の充実と地域住民の文化・スポーツの振
興等が図られた。

判断の理由

地域住民が利用する施設の管理として、利用の公平性が図られて
いる。

公平／概ね公平／
公平でない

直営での施設管理と比較し、民間活力を生かした管理により、同様
の対応がされ、町費支出の抑制が図らた。

判断の理由

効率的

効率的／概ね効率
的／課題あり

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

(4)事務事業の公平性

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

継続／現状維持

（Ａｃｔｉｏｎ）

町長評価（三次評価）

公平でない

自己評価（一次評価）

Ａ

民間委託により効率的な管理とともに、施設
の適切な維持管理が図られた。

評価会議評価（二次評価）

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

民間委託により、民間活力を生かした適切な
施設管理が実施されているとともに、児童・生
徒の学校生活の充実及び町民の文化・スポー
ツの振興が図られていることから、現状維持
による継続が必要である。

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

○
＊展開方向の区分

継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 11

※ ■ ：

20 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

その他

優先度 Ｂ

24年度(見込)
千円 千円

22年度(実績)

34,000

直　営 民間委託

国・道支出
金

34,000

地方債

事 務 事 業 名

職名

氏名氏名

小中学校教育備品整備事業

教育総務係

係長

大和良成

担当係名

作成者

その他

評 価 者

事 業 の 概 要

管理職
職名

教育振興課

課長

横田和幸

実 施 方 法

担当課名

実 施 年 度
千円

20年度（実績） 23年度(実績)

/単年度繰返

千円

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

21年度（実績）

一般財源

事業費計

全体計画

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

学校教育の充実

教育水準向上に向けた義務教育教材等の整備及び校務推
進上必要な管理備品について整備（更新）する。

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期）

その他計画・根拠等

事業の位置付け

自治事務 法定受託事務

単 位 施 策

事務事業の種類

小中学校の教育環境の充実

国・道支出金 千円

整理番号

基 本 施 策

１　事務事業の表示 該当

24 23

校

校

％

％

千円 千円 6,042 5,090

備品配備学校数

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

6,008

6,008 千円3,938

千円

千円

5,090千円 6,042

千円

千円

千円

千円

千円

目標値及び実績値

千円

千円

千円 千円

千円

6,272

千円

千円

千円

実 績 値
日々の授業や校務の円滑な推進

100.0

平成23年度①

6

6

目 標 値

千円 千円

事
業
費

千円

合 計

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

6,272

千円

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

達 成 度

実 績 値

目標年度②

目 標 値

目標年度町内小中学校数

内　容（どのような手段で何を行ったか）

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

小中学校における教育環境の構築と児
童生徒が受ける教育内容の充実

達 成 度

各学校の要望調
査と内容査定

必要備品の購入

各学校における必要備品の要望調査をおこない、緊急性や必要性の確認を行った上で翌年
度購入備品を決定。

複数業者による見積合わせにより備品を購入し各学校へ配備。

千円

3,938

地 方 債

２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

国・道支出金 千円

指標（指標計算式／解説）

【誰、何が（対象）】

【抱える課題や
ニーズは】

児童・生徒・教職員

教育情勢の変化に伴う校務等における
高額備品の計画的な整備対応

そ の 他 財 源

422



■ 義務的なもの

全部

■ 一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

教育水準向上に向けた義務教材等の整備並びに校務推進上必要
な管理備品について整備（更新）し、教育内容と教育環境の充実を
図るために必要な事業である。

公平

必要／概ね必要／
課題あり

有効

必要

設定した目標値の達成
状況

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効／概ね有効／
課題あり

小中学校の特色ある教育課程に対応した教材等の導入により、
授業や校務の円滑な推進ができた。

判断の理由

本事業の実施により学校運営上、全児童生徒に対して公平な整備
が図られた。

公平／概ね公平／
公平でない

査定の実施と複数業者による見積合わせを実施することにより、事
業費の抑制が図られた。

判断の理由

効率的

効率的／概ね効率
的／課題あり

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

(4)事務事業の公平性

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

継続／現状維持

（Ａｃｔｉｏｎ）

町長評価（三次評価）

公平でない

自己評価（一次評価）

Ａ
教材等の整備並びに校務に必要な備品の更
新により、教育内容や教育環境の充実を図る
ことが出来た。

評価会議評価（二次評価）

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

授業や校務の円滑な推進のため、現状維持
による継続が必要である。

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

○
＊展開方向の区分

継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 12

※ ■ ：

20 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

１　事務事業の表示 該当

24 23
整理番号

基 本 施 策

事業の位置付け

自治事務 法定受託事務

単 位 施 策

事務事業の種類

小中学校の教育環境の充実

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

学校教育の充実

町立学校施設や教職員住宅については経年により、修繕を
はじめ各種修理改修工事が必要となることから、児童生徒の
安全面や施設の適切な維持管理を目的に比較的小規模な工
事を本事業により実施する。

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期）

その他計画・根拠等

全体計画 /単年度繰返

千円

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

21年度（実績）

一般財源

事業費計

実 施 年 度
千円

20年度（実績） 23年度(実績)

その他

評 価 者

事 業 の 概 要

管理職
職名

教育振興課

課長

横田和幸

実 施 方 法

担当課名

事 務 事 業 名

職名

氏名氏名

各学校施設修理改修事業

教育総務係

係長

大和良成

担当係名

作成者

12,760

直　営 民間委託

国・道支出
金

6,600

19,360

地方債

国・道支出金 千円

24年度(見込)
千円 千円

22年度(実績)

優先度 Ｂ

その他

校

校

％

％

指標（指標計算式／解説）

【誰、何が（対象）】

【抱える課題や
ニーズは】

学校関係施設

安全で安心な教育環境の維持が必要で
ある。

そ の 他 財 源

422
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

千円

7,360

地 方 債

学校要望の調査

状況把握

各学校における修理等要望調査を実施。

学校管理職、工事担当課との現状確認により、緊急性や必要性を考慮し、翌年度の工事施
工箇所や方法について確認。

内　容（どのような手段で何を行ったか）

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

児童生徒さらには保護者が安全で安心
できる教育環境の維持が図られる。

達 成 度

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

達 成 度

実 績 値

目標年度②

目 標 値

目標年度町内学校施設

千円

事
業
費

千円

合 計

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

2,850

国・道支出金 千円 千円 千円

目標値及び実績値

実 績 値

児童生徒が安心して学校生活を送るこ
とができる環境を整備により、施設の延
命化等を図る。

100.0

平成23年度①

6

6

2,850

千円

千円

千円

千円

目 標 値

2,204

千円

千円

千円 千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 千円

千円 2,746

千円 2,204 2,746

学校施設の適切な維持管理

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

2,920

2,9207,360



■ 義務的なもの

全部

■ 一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

(4)事務事業の公平性

本事業について、必要工事を精査し、また費用積算についても効
率性の重視を図った。

判断の理由

効率的

有効／概ね有効／
課題あり

教育環境整備として施設の延命化が図られた。

判断の理由

本事業により児童生徒が等しく安全面等の受益を享受することが
出来た。

公平／概ね公平／
公平でない

効率的／概ね効率
的／課題あり

児童・生徒が義務教育を受けるための学校施設を町が維持管理し
ていくことは必要不可欠である。特に児童生徒の安全面を最重要
視し、保護者も安心できる教育環境をつくるために本事業は必要で
ある。

公平

必要／概ね必要／
課題あり

有効

必要

設定した目標値の達成
状況

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項 （アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

○
＊展開方向の区分

継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

児童・生徒の安全面を最重要視し、的確な改
修工事の必要性を把握し、児童・生徒が義務
教育を受けるための環境づくり及び保護者が
安心して子どもを学校に通学させられる環境
づくりは今後も継続が必要である。

継続／現状維持

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等

自己評価（一次評価）

Ａ
児童が義務教育を受けるための環境づくり、
保護者が安心して子どもを学校に通学させら
れる環境づくりが図られた。

評価会議評価（二次評価）

公平でない

（Ａｃｔｉｏｎ）

町長評価（三次評価）

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 13

※ ■ ：

20 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

その他

優先度 Ｂ

24年度(見込)
千円 千円

22年度(実績)

8,500

直　営 民間委託

国・道支出
金

8,500

地方債

事 務 事 業 名

職名

氏名氏名

生徒教育振興事業

教育総務係

係長

大和良成

担当係名

作成者

その他

評 価 者

事 業 の 概 要

管理職
職名

教育振興課

課長

横田和幸

実 施 方 法

担当課名

実 施 年 度
千円

20年度（実績） 23年度(実績)

/単年度繰返

千円

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

21年度（実績）

一般財源

事業費計

全体計画

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

学校教育の充実

中学校の部活動における中体連等の参加経費を負担する。

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期）

その他計画・根拠等

事業の位置付け

自治事務 法定受託事務

単 位 施 策

事務事業の種類

小中学校の教育環境の充実

国・道支出金 千円

整理番号

基 本 施 策

１　事務事業の表示 該当

24 23

校

校

％

％

千円 千円 1,836 1,700

よりよい学校づくりを行う対象学校数

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

1,338

1,338 千円1,807

千円

千円

1,700千円 1,836

千円

千円

千円

千円

千円

目標値及び実績値

千円

千円

千円 千円

千円

2,052

千円

千円

千円

実 績 値

本事業によって保護者負担の軽減を図
る。部活動を通じて仲間意識を養うとと
もに生徒の健康保持、増進を図る。

100.0

平成23年度①

1

1

目 標 値

千円 千円

事
業
費

千円

合 計

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

2,052

千円

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

達 成 度

実 績 値

目標年度②

目 標 値

目標年度中学校数

内　容（どのような手段で何を行ったか）

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

仲間意識が養われ、生徒が充実した学
校生活を送ることによって、より良い学
校づくりにつながり、さらには学習意欲
の向上にもつながる。

達 成 度

大会参加に係る
負担金の申請

大会参加に係る
負担金の申請

中学校より実施要項並びに負担費用の内訳を付した申請書の提出があり、参加費補助要項
（内規）に基づき内容を審査し、適当であれば資金前渡により負担金を支出。

大会終了後、領収書を添付した報告書を提出願い、支出状況を確認の上精算。

千円

1,807

地 方 債

２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

国・道支出金 千円

指標（指標計算式／解説）

【誰、何が（対象）】

【抱える課題や
ニーズは】

生徒、保護者

部活動加入率の増加等もあり、大会参
加経費が増加傾向にあり、大会への参
加奨励のための支援を要する。

そ の 他 財 源

422



義務的なもの

全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

義務教育課程における活動であり、保護者の負担軽減を図るとと
もに、部活動を通じて仲間意識を養い、かつ生徒の健康保持、増進
を図る上で必要な事業である。

公平

必要／概ね必要／
課題あり

有効

必要

設定した目標値の達成
状況

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効／概ね有効／
課題あり

仲間意識が強まり、生徒が充実した学校生活を送ることによっ
て、より良い学校づくりにつながっている。

判断の理由

対象生徒の経費負担を等しく行っており、公平性を確保している。

公平／概ね公平／
公平でない

参加費補助要項（内規）に基づき参加経費を支出しており、適切な
精査とともに可能な限り効率的な執行を図っている。

判断の理由

効率的

効率的／概ね効率
的／課題あり

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

(4)事務事業の公平性

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

継続／現状維持

（Ａｃｔｉｏｎ）

町長評価（三次評価）

公平でない

自己評価（一次評価）

Ａ
義務教育課程における活動であり、保護者の負
担軽減を図るとともに、部活動を通じて仲間意識
を強め、かつ生徒の健康保持、増進を図る上で
本事業は計画どおり進めている。

評価会議評価（二次評価）

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

参加費補助要項（内規）を定め参加経費を支
出しているが、地区大会の開催箇所や部員数
によって参加負担金は増減するため、適正な
経費算出しながら、現状維持による継続が必
要である。

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

○
＊展開方向の区分

継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 14

※ ■ ：

20 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

千円 千円

23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等 新学校図書館図書整備５カ年計画

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績)

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ｂ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 小中学校の教育環境の充実

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

学校教育に欠かせない基礎的設備である学校図書館の図書
について、教育課程において必要とされ、かつ時代にあった
図書を計画的に配備し、児童・生徒の健全な教養を育成す
る。

その他

一般財源 8,400
事業費計 8,400

全体計画 /単年度繰返

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 学校図書整備事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名 教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

校

校

％

％

内　容（どのような手段で何を行ったか）

図書備品購入費
の配当

国の定める基準に基づく図書購入費の学校への配当。

図書の購入 学校からの購入申請について内容審査の上承認し、学校が購入。

目 標 値

実 績 値

達 成 度

実 績 値 6

達 成 度 100.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

児童・生徒の健全な教養を育成するとと
もに、自ら学ぶ意欲の向上が図られる。

② 目標年度

目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

学校図書館の図書の充実と図書に対す
る児童・生徒の読書意欲等の促進

① 町内小中学校数 目標年度 平成23年度

目 標 値 6
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２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 児童・生徒・教職員
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

児童・生徒の発達段階に見合う継続性
ある図書整備が必要である。

計画的な図書整備を行う学校数

指標（指標計算式／解説）

1,515 千円 1,513 千円 1,550 千円

千円 1,513 千円 1,550 千円

合 計 1,567 千円 1,602 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

1,567 千円 1,602 千円 1,515

千円 千円 千円

千円 千円 千円

そ の 他 財 源 千円 千円

千円 千円

地 方 債 千円 千円

国・道支出金 千円 千円 千円

事
業
費



■ 義務的なもの

全部

■ 一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

公平
判断の理由

児童生徒に必要な図書整備を行っており、図書利用の公平性を確
保している。

公平／概ね公平／
公平でない

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

効率的
判断の理由

町図書館との連携により、重複した図書購入の防止等に努めてい
る。

効率的／概ね効率
的／課題あり

(4)事務事業の公平性

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効
設定した目標値の達成
状況 教育課程において必要な図書をもって、常に変化する社会情勢

に適応した図書の配備により、児童生徒の健全な教養の育成に
つながっている。有効／概ね有効／

課題あり

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要 学校図書は教育課程において、必須とされるものであり、教育内
容・教育環境の充実のため、学校図書の購入、更新は必要であ
る。必要／概ね必要／

課題あり

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

＊展開方向の区分
○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

継続／現状維持

教材課程において必要とされる図書とともに
時代にあった図書を計画的に配備すること
が、児童生徒の健全な教養の育成につながる
ため、現状維持による継続が必要である。

学校図書の整備により児童生徒の健全な教
養の育成が図られた。

（Ａｃｔｉｏｎ）

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ａ

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 15

※ ■ ：

20 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

その他

優先度 Ｂ

24年度(見込)
千円 千円

22年度(実績)

5,700

直　営 民間委託

国・道支出
金

5,700

地方債

事 務 事 業 名

職名

氏名氏名

雄武町学校教育振興推進協議会補助事業

教育総務係

係長

大和良成

担当係名

作成者

その他

評 価 者

事 業 の 概 要

管理職
職名

教育振興課

課長

横田和幸

実 施 方 法

担当課名

実 施 年 度
千円

20年度（実績） 23年度(実績)

/単年度繰返

千円

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

21年度（実績）

一般財源

事業費計

全体計画

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

学校教育の充実

雄武町のすべての児童生徒の望ましい人格形成と変容を目
指し、町内の全教育機関が連携を図り、効率的かつ効果的な
活動の展開によって雄武町の教育目標達成に向けて学校教
育の振興と教職員の資質向上を図ることを目的に設置する協
議会に対して運営費を助成する。

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期）

その他計画・根拠等

事業の位置付け

自治事務 法定受託事務

単 位 施 策

事務事業の種類

小中学校の教育環境の充実

国・道支出金 千円

整理番号

基 本 施 策

１　事務事業の表示 該当

24 23

団体

団体

％

％

千円 千円 1,000 1,000

協議会の安定した運営

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

1,000

1,000 千円1,200

千円

千円

1,000千円 1,000

千円

千円

千円

千円

千円

目標値及び実績値

千円

千円

千円 千円

千円

1,200

千円

千円

千円

実 績 値

町内の全教育機関が連携し専門部会ご
との課題検討や協議によって教職員の
資質向上と時代の変化に対応した均質
な学校経営・運営を進める。

100.0

平成23年度①

1

1

目 標 値

千円 千円

事
業
費

千円

合 計

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

1,200

千円

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

達 成 度

実 績 値

目標年度②

目 標 値

目標年度運営団体数

内　容（どのような手段で何を行ったか）

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

雄武町教育目標の達成に向けて町内
の全教員が同じ認識のもとに学校経営・
運営をおこない、また教職員の資質向
上によって児童生徒が時代の変化に対
応した、より良い教育を受けることがで
きる。 達 成 度

協議会への運営
補助

協議会の安定した運営に向け、運営費を助成した。

千円

1,200

地 方 債

２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

国・道支出金 千円

指標（指標計算式／解説）

【誰、何が（対象）】

【抱える課題や
ニーズは】

児童・生徒・教職員

児童生徒数の減少による、教職員の定
数配置の減少から生じる学校経営・運
営の支障。

そ の 他 財 源

422



義務的なもの

全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

大きく変化している教育情勢に対応するため、町内の全教育機関
が連携し専門部会ごとに課題検討や協議を行い、教職員の資質向
上、時代の変化に対応した均質のある学校経営・運営をおこなうた
めには本協議会への運営補助は必要である。

公平

必要／概ね必要／
課題あり

有効

必要

設定した目標値の達成
状況

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効／概ね有効／
課題あり

安定した協議会運営がなされ、各種専門部会での積極的な課
題検討がおこなわれるとともに、教職員の資質向上に向けた研
修もおこなわれ、各学校間の連携も図られた。

判断の理由

各学校において成果に基づいた均質ある教育が進められており、
また全教職員の資質向上に向け公平に事業が行われている。

公平／概ね公平／
公平でない

活動に見合った効率的かつ効果的な運営を促し、補助金の精査も
行うなど効率化を図っている。

判断の理由

効率的

効率的／概ね効率
的／課題あり

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

(4)事務事業の公平性

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

継続／現状維持

（Ａｃｔｉｏｎ）

町長評価（三次評価）

公平でない

自己評価（一次評価）

Ａ

時代の変化に対応した均質のある学校経営・
運営を行うため、補助目的どおり達成された。

評価会議評価（二次評価）

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

変化する教育情勢に対応し、適切な学校経
営・運営を行っていく上で継続の必要があり、
協議会組織を活用した事業の展開に努めるこ
とで教職員の資質の向上が図れる。

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 16

※ ■ ：

20 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

その他

優先度 Ｂ

24年度(見込)
千円 千円

22年度(実績)

国・道支出金 千円

担当係名

作成者

2,545

直　営 民間委託

国・道支出
金

実 施 方 法

担当課名

事 務 事 業 名

職名

氏名氏名

教職員教育振興事業

教育総務係

係長

大和良成

評 価 者

事 業 の 概 要

管理職
職名

教育振興課

課長

横田和幸

実 施 年 度
千円

20年度（実績） 23年度(実績)

事
業
費

21年度（実績）

一般財源

事業費計

その他

2,545

地方債

/単年度繰返

千円

（平成 年度～ 年度）

全体計画

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

学校教育の充実

都市部と比較して研修機会の少ない町内の学校に勤務する
教職員に研修機会を与えるとともに、校内研修や公開研究事
業の促進により教職員の資質向上を図ることを目的に、先進
地視察や校内研修、公開研究に係る費用の一部について助
成を行う。

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期）

その他計画・根拠等

事業の位置付け

自治事務 法定受託事務

単 位 施 策

事務事業の種類

小中学校の教育環境の充実

整理番号

基 本 施 策

１　事務事業の表示 該当

24 23

校

校

％

％

千円 千円 210 480

各学校における教育内容の充実

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

274

274 千円350

千円

千円

480千円 千円千円

千円

千円

千円

千円

210 千円378

千円

千円

千円

千円

目標値及び実績値

実 績 値

教職員が本事業を活用し、積極的に視
察や研修をおこなう。

100.0

平成23年度①

6

千円

目 標 値

6

千円 千円

２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

国・道支出金 千円

事
業
費

千円

合 計

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

378

千円

②

目 標 値

目標年度本事業の活用校数

千円

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

変化する教育情勢に対応した知識の習
得など、教職員としての資質の向上を図
ることによって、円滑な学校運営が推進
され、さらには教育内容の充実にもつな
がる。 達 成 度

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

達 成 度

実 績 値

目標年度

先進地視察希望
者の取りまとめ

校内研修計画書
等の徴収

各学校を通じて教職員の先進地視察希望者のとりまとめ。

各学校より実施する校内研修、公開研究会に係る計画書を提出願い内容を確認。

千円

350

地 方 債

指標（指標計算式／解説）

【誰、何が（対象）】

【抱える課題や
ニーズは】

教職員

教員の資質向上を図るための研修機会
がへき地の不利な条件等から少ない状
況となっている。

そ の 他 財 源

422

内　容（どのような手段で何を行ったか）



義務的なもの

全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

■ 受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る
その他

必要

判断の理由
研修によりその成果が児童生徒に還元され、町の教育水準の向上
が図られるとともに、個々の教員の資質向上にもつながる事業であ
り一部負担とすることが公平性に資するものである。公平／概ね公平／

公平でない

へき地に勤務する教職員は都市部と比較し、研修機会が少ないた
め、研修機会を与え、新たな知識の習得など教職員としての資質
の向上を図ることによって、円滑な学校運営さらには教育内容の充
実にもつながることから本事業は必要である。

公平

必要／概ね必要／
課題あり

有効
設定した目標値の達成
状況

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効／概ね有効／
課題あり

先進地視察や校内研修、公開研究会をおこなうことによって教
職員の資質向上が図られた。

必要な研修等について費用負担を行い、効率性の重視を図ってい
る。

判断の理由

効率的

効率的／概ね効率
的／課題あり

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

(4)事務事業の公平性

その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

継続／現状維持

公平でない

Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

自己評価（一次評価）

Ａ
へき地勤務教職員は都市部と比較し、研修機会
が少ないため、研修に対し支援を行うことによ
り、教職員としての資質向上により円滑な学校運
営、教育内容の充実にもつながった。

評価会議評価（二次評価）

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等

（Ａｃｔｉｏｎ）

町長評価（三次評価）

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

○
＊展開方向の区分

継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

へき地に勤務する不利性を解消し、本事業に
よって研修機会を与えることにより、教職員と
しての資質の向上が図られ、円滑な学校運営
さらには教育内容の充実にもつながるもので
あり、継続が必要である。

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 17

※ ■ ：

21 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 教育相談員配置事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

一般財源 13,002
事業費計 13,002

全体計画 /期間限定複数年度

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

教育に関して専門的な知識を有する教育相談員を配置すると
ともに、家庭が抱える様々な課題や問題に対応した取り組み
を展開する。

その他

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ａ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 小中学校の教育環境の充実

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績) 23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円 千円 千円

名

名

％

％

事
業
費

国・道支出金 千円 千円 千円 千円 千円

地 方 債 千円 千円 3,200 千円 千円 3,600 千円

そ の 他 財 源 千円 11 千円 17 千円 千円 18 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

千円 3,180 千円 62 千円 34 千円 27 千円

合 計 千円 3,191 千円 3,279 千円 34 千円 3,645 千円

422
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 児童・生徒・保護者・教職員
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

いじめや不登校、非行などの課題解決
と未然防止のための体制整備が必要で
ある。

相談員配置数

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

総合的に相談を受け、各関係者と協働
し課題解決できる仕組みづくりと実践。

① 相談員配置数 目標年度 平成23年度

目 標 値 1

実 績 値 0

達 成 度 0.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

家庭や学校が抱える様々な問題の解決
により、児童生徒の健全な育成が図ら
れる。

② 目標年度

目 標 値

実 績 値

達 成 度

内　容（どのような手段で何を行ったか）

人材確保
前相談員の退職により、教育に関して専門的な知識を有し、地域及び学校現場の実情も把
握している適任者を新たに採用するため教育局等を通じて人材確保のための活動を実施し
た。



義務的なもの

全部

一部

達成
ほぼ達成

■ 下回る

事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

■ その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要
児童生徒の健全育成はもとより、地域と教育行政及び教育現場と
のつながりの拠点としても有効な事業である。

必要／概ね必要／
課題あり

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

課題あり
設定した目標値の達成
状況

人材確保ができず未配置となり目標値を達成することができな
かった。

有効／概ね有効／
課題あり

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

課題あり
判断の理由

人材の確保が出来ず、相談員を配置することができなかったことに
より、教育相談業務等の事業に支障をきたした。

効率的／概ね効率
的／課題あり

(4)事務事業の公平性

公平
判断の理由

町民から教育に対する相談を一元的に受けることで公平性が確保
されている。

公平／概ね公平／
公平でない ■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ｃ Ｃ

計画どおりに相談員を配置することができな
かった。

同左

（Ａｃｔｉｏｎ）

継続／現状維持 継続／現状維持
家庭や町内小中学校からの相談のほか、学
校支援ボランティアのコーディネーターとして
地域の方々と協働し取組でいたことから早急
に相談員を配置し、教育環境の改善に努め
る。

同左

＊展開方向の区分
○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 18

※ ■ ：

22 23

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 教委・学校間情報共有等ネットワーク整備事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

一般財源 4,412
事業費計 4,412

全体計画 /期間限定複数年度

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

学校と教育委員会間でグループウェアシステム（デスクネッ
ツ）導入によるネットワークを構築し、高いセキュリティー環境
の下、情報の共有を始め、データ送信及び管理により事務の
軽減並びに印刷物等のコストを軽減する。

その他

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ｂ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 小中学校の教育環境の充実

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績) 23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円 千円 千円

校

校

％

％

事
業
費

国・道支出金 千円 千円 千円 千円 千円

地 方 債 千円 千円 千円 千円 千円

そ の 他 財 源 千円 千円 千円 千円 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

千円 千円 3,582 千円 416 千円 千円

合 計 千円 千円 3,582 千円 416 千円 千円

422
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 教育委員会・教職員
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

年間の印刷物が大量であり、データ通
信環境が確立されていないため、事務
が繁多となっている。

構築したネットワークの維持管理

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

ネットワークの構築により、伝達・通知等
をデータ送受信により事務作業を軽減
し、タイムロスなく円滑化する。

① 小中学校数 目標年度 平成23年度

目 標 値 6

実 績 値 6

達 成 度 100.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

高セキュリティの環境も整えたことで、情
報の漏洩防止にも対応した質及び効率
性の高いネットワーク環境の整備により
事務の効率化を図る。

② 目標年度

目 標 値

実 績 値

達 成 度

内　容（どのような手段で何を行ったか）

維持管理 業者との保守契約の締結により、維持管理を行った。



義務的なもの

全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減

■ 時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要
事務作業の円滑化や利便性、コスト低減の観点からもネットワーク
化を図ることは有効である。

必要／概ね必要／
課題あり

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効
設定した目標値の達成
状況 各校への紙ベースの書類が大きく低減し、時間にロスがなく通

知・伝達が可能となり利便性を図ることができた。また、各職員
の動向確認が容易となり、事務のスムーズ化も行えている。有効／概ね有効／

課題あり

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

効率的
判断の理由

印刷や電話に係る経費が削減し、緊急性の高い重要性のある文書
処理もデータによる処理が行え、事務事業の効率性が図られてい
る。効率的／概ね効率

的／課題あり

(4)事務事業の公平性

公平
判断の理由

事務作業の円滑化・利便性及び事務の効率化により、各学校にお
いて同様の効果が得られており、公平な導入を図った。

公平／概ね公平／
公平でない ■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ａ

構築したネットワーク機能の正常稼働のため
の維持管理ができた。

（Ａｃｔｉｏｎ）

終了

今後は適正な保守を行い、継続して活用を
図っていくものとする。

＊展開方向の区分
○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 19

※ ■ ：

22 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 学校環境整備事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

一般財源 66,590
事業費計 66,590

全体計画 /期間限定複数年度

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

学校施設の経年からなる外壁や塗装の剥離を始めとする危
険箇所の把握や、施設の適正な維持について状況調査を行
い、調査結果を踏まえて計画的に補修工事を行う。

その他

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ａ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 小中学校の教育環境の充実

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績) 23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円 8,359 千円 千円

校

校

％

件

件

％

事
業
費

国・道支出金 千円 千円 千円 8,359 千円 千円

地 方 債 千円 千円 千円 千円 千円

そ の 他 財 源 千円 千円 千円 千円 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

千円 千円 千円 23,089 千円 4,210 千円

合 計 千円 千円 千円 31,448 千円 4,210 千円

422
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 児童・生徒・教職員
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

学校施設の老朽化が著しく、外壁剥離
等により安全性等に支障が生じている。

状況調査を行った小中学校数、補修工事数

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

危険箇所の修繕による安全性の確保

① 小中学校数 目標年度 平成23年度

目 標 値 6

実 績 値 6

達 成 度 100.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

学校施設の適正維持と適切な学校環境
の改善

② 補修工事数 目標年度 平成23年度

目 標 値 3

実 績 値 3

達 成 度 100

内　容（どのような手段で何を行ったか）

専門所管との調整 建築係と状況確認のうえ、適切な事業の実施を図った。



義務的なもの

全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要
学校施設においての安全性確保は最優先事項であり、このための
事業の実施は必要である。

必要／概ね必要／
課題あり

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効
設定した目標値の達成
状況

各小中学校の状況を的確に把握し、修繕や改修等を実施する
ことができた。

有効／概ね有効／
課題あり

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

効率的
判断の理由

事業の実施にあたり、国から交付金の交付を受け、可能な限り一
般財源支出の抑制に努めた。

効率的／概ね効率
的／課題あり

(4)事務事業の公平性

公平
判断の理由

全学校等しく調査を実施し、優先性・緊急性を考慮して公平的な対
応を図っている。

公平／概ね公平／
公平でない ■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ａ

計画どおりに事業を実施することができた。

（Ａｃｔｉｏｎ）

継続／現状維持

調査検討結果を踏まえ、今後も必要かつ適切
な修繕を行っていくとともに、学校施設の経年
劣化等による改修等整備は今後も必要となっ
てくるため、調査を継続していく。

＊展開方向の区分
○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 20

※ ■ ：

22 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 各学校給排水改修事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

一般財源

事業費計

全体計画 /期間限定複数年度

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

各学校の老朽化に伴う給排水管等の腐食等の状況確認及び
改善方法の調査を行い、計画的に改修を行う。

その他

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ｃ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 小中学校の教育環境の充実

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績) 23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円 千円 千円

校

校

％

％

事
業
費

国・道支出金 千円 千円 千円 千円 千円

地 方 債 千円 千円 千円 千円 千円

そ の 他 財 源 千円 千円 千円 千円 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

千円 千円 千円 千円 千円

合 計 千円 千円 千円 千円 千円

422
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 学校施設
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

各校とも年数の経過により給排水管の腐食等が進
んでおり、一部では漏水も生じていることから、全面
的な改修を要する時期となっている。

状況確認実施小中学校数

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

漏水等、リスクの少ない給排水環境の
改善を図る。

① 小中学校数 目標年度 平成23年度

目 標 値 6

実 績 値 6

達 成 度 100.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

今後も継続して施設を活用できるように
設備の延命化を図る。

② 目標年度

目 標 値

実 績 値

達 成 度

内　容（どのような手段で何を行ったか）

状況確認等 次年度の改修計画策定に向けて、各校の状況確認を行った。



義務的なもの

全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要
適正な改修を行うための状況確認・把握を要する。

必要／概ね必要／
課題あり

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効
設定した目標値の達成
状況

次年度の改修計画に向けた状況把握ができている。
有効／概ね有効／
課題あり

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

効率的
判断の理由

予算支出を伴わず、特段の費用をかけず調査を実施した。

効率的／概ね効率
的／課題あり

(4)事務事業の公平性

公平
判断の理由

等しく全ての学校の状況調査を実施している。

公平／概ね公平／
公平でない ■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ａ

次年度の改修計画策定に向けた状況確認が
でき、計画どおり事業を進めた。

（Ａｃｔｉｏｎ）

継続／現状維持

状況確認結果に基づき改修計画、さらには改
修工事を行い、施設及び設備の延命化を図っ
ていく必要がある。

＊展開方向の区分
○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 21

※ ■ ：

23

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

千円 千円

23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績)

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ｂ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 小中学校の教育環境の充実

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

共栄小学校開校100周年記念事業実施に伴い記念事業実行
委員会に対し、補助支援を行う。

その他

一般財源 800
事業費計 800

全体計画 /単年度のみ

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 共栄小学校開校100周年記念事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名 教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

校

校

％

％

内　容（どのような手段で何を行ったか）

記念事業実行委
員会への補助

共栄小学校開校100周年記念事業実施に伴い、記念事業実行委員会に対し、補助支援を
行った。

目 標 値

実 績 値

達 成 度

実 績 値 1

達 成 度 100.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

学校伝統の継承と教育内容の更なる充
実

② 目標年度

目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

多数の関係者が参加した式典の実施

① 共栄小学校 目標年度 平成23年度

目 標 値 1

422
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 記念事業実行委員会
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

記念事業実施に係る予算不足
記念事業を実施する学校数

指標（指標計算式／解説）

千円 800 千円 千円

千円 800 千円 千円

合 計 千円 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

そ の 他 財 源 千円 千円

千円 千円

地 方 債 千円 千円

国・道支出金 千円 千円 千円

事
業
費



■ 義務的なもの

■ 全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

■ その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

公平
判断の理由

他の学校でも記念事業を実施しており、助成額も公平に交付してい
る。

公平／概ね公平／
公平でない

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

効率的
判断の理由

協賛金及び会費等の徴収により補助金額の軽減を図った。

効率的／概ね効率
的／課題あり

(4)事務事業の公平性

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効
設定した目標値の達成
状況

多くの関係者の出席のもと予定どおり記念事業を実施できた。
有効／概ね有効／
課題あり

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要
開校100年の節目を迎え、さらなる教育環境の整備を図るには、記
念行事の実施は必要である。

必要／概ね必要／
課題あり

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

＊展開方向の区分
○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

終了

共栄小学校開校100周年記念事業終了のた
め

計画どおりに事業が実施された。

（Ａｃｔｉｏｎ）

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ａ

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 22

※ ■ ：

23 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

千円 千円

23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績)

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ｂ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 小中学校の教育環境の充実

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

各教員住宅の老朽化に伴うトイレの状況確認及び改善方法
の調査を行い、計画的に改修を行う。

その他

一般財源 12,670
事業費計 12,670

全体計画 /期間限定複数年度

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 へき地小学校教員住宅水洗化改修事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名 教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

戸

戸

％

％

内　容（どのような手段で何を行ったか）

状況確認等 次年度の改修計画策定に向けて、各住宅の状況確認を行った。

目 標 値

実 績 値

達 成 度

実 績 値 23

達 成 度 100.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

今後も継続して住宅を利用できるよう改
修を実施し、住宅環境の改善を図る。

② 目標年度

目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

トイレの水洗化

① 教員住宅２３戸 目標年度 平成23年度

目 標 値 23

422
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 教員住宅施設
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

各住宅とも年数の経過により老朽化が進
んでいることから、全面的な改修を要する
時期となっている。

状況確認・調査

指標（指標計算式／解説）

千円 千円 8900 千円

千円 千円 8,900 千円

合 計 千円 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

そ の 他 財 源 千円 千円

千円 千円

地 方 債 千円 千円

国・道支出金 千円 千円 千円

事
業
費



義務的なもの

全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

公平
判断の理由

等しく全ての教員住宅の状況調査を実施している。

公平／概ね公平／
公平でない

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

効率的
判断の理由

予算支出を伴わず、特段の費用をかけず調査を実施した。

効率的／概ね効率
的／課題あり

(4)事務事業の公平性

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効
設定した目標値の達成
状況

次年度の改修計画に向けた状況把握ができている。
有効／概ね有効／
課題あり

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要
適正な改修を行うための状況確認・把握を要する。

必要／概ね必要／
課題あり

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

＊展開方向の区分
○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

継続／現状維持 継続／拡充

状況確認結果に基づき改修計画、さらには改
修工事を行い、施設及び設備の延命化を図っ
ていく必要がある。

同左

次年度の改修計画に向けた状況確認ができ、
計画どおり事業を進めた。

同左

（Ａｃｔｉｏｎ）

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ａ Ａ

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 23

※ ■ ：

23

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

千円 千円

23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績)

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ａ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 小中学校の教育環境の充実

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

中学校体育授業の武道必修化に伴う柔道を武道センターで
実施することによる更衣室等の改修

その他

一般財源 5,300
事業費計 5,300

全体計画 /期間限定複数年度

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 武道センター改修事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名 教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

棟

棟

％

％

内　容（どのような手段で何を行ったか）

専門所管との調整 建築係と状況確認のうえ、適切な事業の実施を図った。

目 標 値

実 績 値

達 成 度

実 績 値 1

達 成 度 100.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

授業実施に影響のない施設の確保

② 目標年度

目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

生徒数を考慮した規模の更衣室の確保

① 改修施設数 目標年度 平成23年度

目 標 値 1

422
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 武道センター
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

男女で授業を実施するには、現在の更
衣室のスペースでは手狭である。

改修施設数

指標（指標計算式／解説）

千円 5,103 千円 千円

千円 5,103 千円 千円

合 計 千円 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

そ の 他 財 源 千円 千円

千円 千円

地 方 債 千円 千円

国・道支出金 千円 千円 千円

事
業
費



■ 義務的なもの

■ 全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

公平
判断の理由

授業を実施するには必要な事業であり、生徒全員が公平に利用で
きるものである。

公平／概ね公平／
公平でない

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

効率的
判断の理由

更衣室の改修を必要最小限に抑え、事業費の抑制に努めた。

効率的／概ね効率
的／課題あり

(4)事務事業の公平性

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効
設定した目標値の達成
状況

授業の実施に影響のないような改修ができた。
有効／概ね有効／
課題あり

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要
授業を実施する施設は本施設しかなく、改修を実施しなければ授
業に影響を与えるものである。

必要／概ね必要／
課題あり

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

＊展開方向の区分
○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

終了

単年度で事業内容どおり改修が実施できた。

計画どおりに事業を実施することができ、教育
環境の整備が図られた。

（Ａｃｔｉｏｎ）

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ａ

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 24

※ ■ ：

23

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

2

■

千円 千円

23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績)

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ａ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 小中学校の教育環境の充実

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

老朽化し使用されていない教員住宅の解体撤去

その他

一般財源 5,355
事業費計 5,355

全体計画 /期間限定複数年度

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 教員住宅解体事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名 教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

棟

棟

％

％

内　容（どのような手段で何を行ったか）

専門所管との調整 建築係と状況確認のうえ、適切な事業の実施を図った。

目 標 値

実 績 値

達 成 度

実 績 値 5

達 成 度 100.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

学校周辺の環境整備が図られる。

② 目標年度

目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

解体撤去

① 教員住宅５棟 目標年度 平成23年度

目 標 値 5

422
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 教員住宅
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

老朽化した教員住宅が点在し、地域の
環境美観等を損ねている。

教員住宅解体数

指標（指標計算式／解説）

千円 5,355 千円 千円

千円 5,355 千円 千円

合 計 千円 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

そ の 他 財 源 千円 千円

千円 千円

地 方 債 千円 千円

国・道支出金 千円 千円 千円

事
業
費



義務的なもの

全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

公平
判断の理由

各教員住宅における状況を調査し、優先性・緊急性を考慮して公
平的な対応を図っている。

公平／概ね公平／
公平でない

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

効率的
判断の理由

各地域に散在する教員住宅の解体工事を一括して実施したことに
より、事業費の削減が図られた。

効率的／概ね効率
的／課題あり

(4)事務事業の公平性

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効
設定した目標値の達成
状況

状況を的確に把握し、解体工事を実施することができた。
有効／概ね有効／
課題あり

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要
学校周辺の環境整備及び安全性確保は最優先事項であり、このた
めの事業の実施は必要である。

必要／概ね必要／
課題あり

■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

＊展開方向の区分
○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

終了

環境美化に影響のある建物を撤去したことか
ら事業を終了するものである。

計画どおりに事業を実施することができ、教育
環境と住宅環境の改善を図った。

（Ａｃｔｉｏｎ）

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ａ

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 25

※ ■ ：

21 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

5

■

教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 雄武高等学校存続対策事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

一般財源

事業費計

全体計画 /期間限定複数年度

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

地元高等学校の存続に向けた協議を行い、適宜状況に見
合った取り組みを進める。

その他

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ａ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 高校への継続的な支援

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績) 23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円 千円 千円

回

回

％

％

事
業
費

国・道支出金 千円 千円 千円 千円 千円

地 方 債 千円 千円 千円 千円 千円

そ の 他 財 源 千円 千円 千円 千円 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

千円 千円 千円 千円 千円

合 計 千円 千円 千円 千円 千円

425
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 児童・生徒・地域住民
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

北海道教育委員会が少子化を背景として
策定した「新たな高校教育に関する指針」
により小規模校の存続が危惧される。

協議会の回数

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

地元に高等学校の存続を目指す。

① 協議会回数 目標年度 平成23年度

目 標 値 2

実 績 値 0

達 成 度 0.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

地域衰退を防ぐとともに、これまで同様
に小中学校と連携した教育展開を行
い、教育水準の維持を図る。

② 目標年度

目 標 値

実 績 値

達 成 度

内　容（どのような手段で何を行ったか）



義務的なもの

全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

■ 事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

その他

受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る

■ その他

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要 協議会は、情勢変化等の動きにより報告・協議が生じた際に開催
することとしており、２３年度においては特段の開催を要しない状況
であったが、必要性に応じて開催する体制を整えていることにより、
迅速な対応が可能となっている。必要／概ね必要／

課題あり

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効
設定した目標値の達成
状況 平成２３年度の協議会の開催は行っていないが、必要性に応じ

て即応できる体制にあるとともに、北海道教育委員会に対して
は教育委員会が個別に要請等を行っている。有効／概ね有効／

課題あり

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

効率的
判断の理由

ゼロ予算事業であり、予算支出は伴わない。

効率的／概ね効率
的／課題あり

(4)事務事業の公平性

公平
判断の理由

今後の地元高等学校の在り方について検討していく本事業は町内
全体に影響する問題であり、高校の存続は生徒のみならず、町全
体がその受益を享受するものである。公平／概ね公平／

公平でない ■ その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ａ
必要性に応じ協議会を開催するものであるため
目標値には達していないが、情勢変化に即応で
きる体制を整備しており計画の主旨に沿った展
開が図られた。

（Ａｃｔｉｏｎ）

継続／現状維持

今後の動きによって報告・協議を行い、高等学
校の存続に向けた取り組みを推進していく必
要があるため、継続していく必要がある。

＊展開方向の区分
○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 26

※ ■ ：

20 24

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

5

■

千円 千円

23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等 雄武高等学校遠距離通学生徒通学費等補助金交付要綱

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績)

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ａ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 高校への継続的な支援

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

高校の存続対策及び人材育成の観点から、雄武高等学校に
対して部活動への支援と町外生徒への通学費及び下宿費を
補助し、入学者数の減少の抑制や魅力ある学校づくりへの推
進を図る。

その他

一般財源 29,047
事業費計 29,047

全体計画 /単年度繰返

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 雄武高等学校振興事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名 教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

人

人

％

％

内　容（どのような手段で何を行ったか）

町外生徒への通
学費補助

町外生徒１８人（１年生５人、２年生９人、３年生４人）に対し、バスの定期代及び下宿費の補
助を行った。

部活動への支援 各部活動における遠征宿泊費の一部補助及び吹奏楽部の楽器購入に係る補助を行った。

目 標 値

実 績 値

達 成 度

実 績 値 18

達 成 度 120.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

生徒数を維持することにより、現行の２
間口が維持され、地域の学校として存
続が図られる。

② 目標年度

目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

町外からの生徒を確保することにより、
入学者数の減少の抑制を図り、生徒数
を維持する。

① 町外の生徒数／町
外の生徒数の実績

目標年度 平成23年度

目 標 値 15

425
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 雄武高等学校
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

生徒数の減少から、現行２間口の削
減、更には高校存続の問題がある。

町外の生徒数の維持

指標（指標計算式／解説）

6,000 千円 5,856 千円 7,891 千円

千円 1,056 千円 1,591 千円

合 計 5,786 千円 4,985 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

5,786 千円 4,985 千円 1,200

千円 千円 千円

千円 4,800 千円 6,300 千円

そ の 他 財 源 千円 千円

千円 千円

地 方 債 千円 千円 4,800

国・道支出金 千円 千円 千円

事
業
費



義務的なもの

全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

■ その他

■ 受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る
その他

公平
判断の理由

通学費補助については、生徒の一部に対しての補助であるが、生
徒数の維持を図らなければ、現行２間口の削減や高校存続にも大
きく影響することから、公平性の観点からは問題がないと判断され
る。公平／概ね公平／

公平でない

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

効率的
判断の理由

町外生徒については、補助の有無を入学の際の判断材料の一つと
しているものと思料されることから、今後も補助支援を継続する必
要があり、現状においては、コストに見合った効果が得られている
と判断する。効率的／概ね効率

的／課題あり

(4)事務事業の公平性

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効
設定した目標値の達成
状況

町外生徒への通学費等の補助により、町外からの生徒数の確
保が図られ、２間口が維持されている。

有効／概ね有効／
課題あり

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要
雄武高等学校を地域の学校として存続させるためには、入学者数
の減少の抑制や魅力ある学校づくりの推進が重要であり、引き続
き行政の支援が必要である。当該事業を実施しない場合、町外生
徒の入学者数が減少し、生徒数が維持されず、現行２間口の削減
や高校存続にも影響を及ぼすことが想定される。

必要／概ね必要／
課題あり

その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

＊展開方向の区分
○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

本事業については、平成２３年度から教育行政の一環として町教育委員会において実施することとなった。

継続／現状維持
北海道教育委員会が策定する「公立高等学校
配置計画」の今後の計画が不透明な中におい
て、雄武高等学校の存続を図るためには、生
徒数を維持することが不可欠であることから、
本事業を現状維持で継続することが必要であ
ると判断する。

雄武高等学校の生徒数を維持するとともに、
魅力ある学校づくりを推進し、地域の学校とし
て存続させるための支援であり、計画どおり事
業を進めることができたと判断する。

（Ａｃｔｉｏｎ）

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ａ

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

今後の展開方向



平成 年度 事務事業事後評価調書 （平成 年度事業）
11 － 27

※ ■ ：

23

千円

千円

千円

千円

千円

■ （ ）

■ 登載事業 非登載事業

3

#

5

■

千円 千円

23年度(実績) 24年度(見込)

国・道支出金 千円 千円 千円

事務事業の種類 自治事務 法定受託事務

その他計画・根拠等 雄武高等学校生徒資格取得支援助成金交付要綱

実 施 年 度 20年度（実績） 21年度（実績） 22年度(実績)

第 ５ 期  総  合  計  画 （前期） 優先度 Ａ

事業の位置付け

政 策 目 標 のびやか・雄武～教育・文化の振興～

基 本 施 策 学校教育の充実

単 位 施 策 高校への継続的な支援

実 施 方 法 直　営 民間委託 その他

事 業 の 概 要

高校の存続対策及び人材育成の観点から、雄武高等学校在
学の生徒に対し検定試験又は資格取得試験の受験費用を助
成することで、生徒の学習意欲を高め、高校の活性化を図
る。

その他

一般財源 100
事業費計 100

全体計画 /単年度繰返

（平成 年度～ 年度）

事
業
費

国・道支出
金

地方債

作成者
職名 係長

氏名 横田和幸 氏名 大和良成

事 務 事 業 名 雄武高等学校生徒資格取得支援助成事業

評 価 者

担当課名 教育振興課 担当係名 教育総務係

管理職
職名 課長

24 23
整理番号

１　事務事業の表示 該当

人

人

％

％

内　容（どのような手段で何を行ったか）

資格取得受検費
用助成

生徒３９人に対し、資格取得受検費用の補助を行った。

目 標 値

実 績 値

達 成 度

実 績 値 39

達 成 度 39.0

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】
※成果＝目的

生徒数を維持することにより、現行の２
間口が維持され、地域の学校として存
続が図られる。

② 目標年度

目標値及び実績値

【どのような状態
になることを目指
したのか（意図）】

教育環境の改善を図ることにより、入学
者数の減少の抑制を図り、生徒数を維
持する。

① 資格取得者数100人
実績値は10月から3
月までの数値

目標年度 平成23年度

目 標 値 100

425
２　事務事業の目的・内容（Ｐｌａｎ・Ｄｏ）

【誰、何が（対象）】 雄武高等学校
望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す理
論上の成果指標）

【抱える課題や
ニーズは】

生徒数の減少から、現行２間口の削
減、更には高校存続の問題がある。

資格取得者数

指標（指標計算式／解説）

千円 41 千円 80 千円

千円 41 千円 80 千円

合 計 千円 千円

雄武町負担額
( 一 般 財 源 )

千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

そ の 他 財 源 千円 千円

千円 千円

地 方 債 千円 千円

国・道支出金 千円 千円 千円

事
業
費



義務的なもの

全部

一部

■ 達成
ほぼ達成

下回る

事業費抑制
人員削減
時間短縮・作業軽減

■ その他

■ 受益者負担がある
受益者負担がない
受益が一部に偏る
その他

公平
判断の理由

生徒数の維持を図らなければ、現行２間口の削減や高校存続にも
大きく影響することから、公平性の観点からは問題がないと判断さ
れる。公平／概ね公平／

公平でない

(3)事務事業の効率性（コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか）

効率的
判断の理由

補助対象者を合格者に限定していることから、コストに見合った効
果が得られていると判断する。

効率的／概ね効率
的／課題あり

(4)事務事業の公平性

(2)事務事業の有効性（期待する効果が得られたか）

有効
設定した目標値の達成
状況 ソフト面での教育環境の整備を図ることにより、生徒数の確保が

図られ、２間口が維持されている。また、補助対象者を合格者に
限定していることから、生徒の意欲の向上が図られている。有効／概ね有効／

課題あり

裏

３　事務事業の評価（Ｃｈｅｃｋ）
（１）事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務事業

を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性）

必要 雄武高等学校を地域の学校として存続させるためには、入学者数
の減少の抑制や魅力ある学校づくりの推進が重要であり、引き続
き行政の支援が必要である。必要／概ね必要／

課題あり

その他

○ ○ 休止 ○ 廃止

５　その他特記事項

＊展開方向の区分
○ 継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合又は内容の見直し・変更　 終了

（アンケート調査など外部評価を受けた場合は、その旨記入）

継続／現状維持
北海道教育委員会が策定する「公立高等学校
配置計画」の今後の計画が不透明な中におい
て、雄武高等学校の存続を図るためには、生
徒数を維持することが不可欠であることから、
本事業を現状維持で継続することが必要であ
ると判断する。

雄武高等学校の生徒数を維持するとともに、
魅力ある学校づくりを推進し、地域の学校とし
て存続させるための支援であり、計画どおり事
業を進めることができたと判断する。

（Ａｃｔｉｏｎ）

自己評価（一次評価） 評価会議評価（二次評価） 町長評価（三次評価）

Ａ

公平でない

４　総合評価【Ａ～Ｄ】
Ａ：計画通り事業が進んでいる。目標が達成された。今後も計画通り事業を進めることが適当　　等
Ｂ：ほぼ計画通りに進んでいるが目標に達成していない。事業の進め方に改善が必要　　等
Ｃ：当初の計画を達成できていない。事業規模、内容、実施主体等の見直しが必要　　等
Ｄ：事業効果が表れていない。事業の統合、休・廃止の検討が必要　　等

今後の展開方向




